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「国際防災研究会」 
• 「国際防災協力体制の構築～アジアを中心に」研究会
（通称、「国際防災協力研究会」）とは、ひょうご震災
記念21世紀研究機構・研究調査本部の研究プロジェクト
として、2012年4月より2年計画でスタート。 

 
• 研究代表者（政策コーディネーター）は片山裕・神戸大
学教授。委員やオブザーバーとしては、学術研究者だけ
でなく、NGO、中央省庁（内閣府）、企業関係者、国
際機関職員などが参加。 
 

• 中間報告書（1年目）、最終報告書（2年目）や県への政
策提言などを経て、商業出版の計画もあり。 
 

• 研究会のキーワードは「防災ガバナンス」と「人材育
成」 
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本日の予定 

本日の講演の目的： 
①国際防災協力研究会での議論を一般の方々にも紹介 
②国際防災協力研究会の議論に基づき、「防災ガバナ
ンス」の観点からの国際協力の在り方について考える 
 
目次： 
Ⅰ 防災ガバナンス 
 
Ⅱ 国際協力NGOの災害対応―セーブザチルドレンの事例 
 
Ⅲ ジャパン・プラットフォーム―緊急支援の枠組み 
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Ⅰ 防災ガバナンス 
：「ガバナンス」とは何か(1) 

• 「ガバナンス」（統治・共治）とは何か 
―「ガバメント（政府）」から「ガバナンス」へ 
 
• 様々な「ガバナンス」 
「コーポ―レート・ガバナンス」 
「グッド・ガバナンス（⇔バッド・ガバナン
ス）」 
「グローバル・ガバナンス」 
「ローカル・ガバナンス」 
「ITガバナンス」などなど・・・ 
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Ⅰ 防災ガバナンス 
：「ガバナンス」とは何か(2) 

• 国際関係、国際協力の文脈において「ガバナン
ス」が使用される場合に多いのは、 

①ある制度や仕組みの評価やそのための基準 
ex. グッド・ガバナンス 
②ある制度や仕組みに多様な行動主体が関与する
状態 
ex. グローバル・ガバナンス 
⇒本研究会の「防災ガバナンス」では②の含意を
より重視し、行動主体の間の協働関係に注目して
いく 
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Ⅰ 防災ガバナンス: 
防災をめぐる環境変化(1) 

• 防災・減災を含む災害対応の現状 
―公的部門の「資源（資金・人材）」
の減少の一方で、NGOや企業が防災分
野に投入する資源を拡大し、存在感を
強める。 
 
• NGO・・・「アドボカシー（提言・
啓発）系NGO」から「プログラム管
理型NGO」への変化 
 

• 企業・・・「企業の社会的責任
（CSR）」、「事業継続計画
（BCP）」、ソーシャル・ビジネス 
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Ⅰ 防災ガバナンス： 
防災をめぐる環境変化(2) 
• 減少し続けるODAと特色ある日本外交の観点から
の要請 

a)ODA供出国では、既に世界第五位の地位に転落 
b)日本が比較優位を持ったアジア地域では、中進国と
なりODAを卒業する（卒業間近）の国がでてきた 
→日本が貢献を可能な新たな分野・・・環境、防災 
 
• 阪神・淡路大震災や東日本大震災の中で明らかに
なったこと 

a)災害への対応では、日本が一方的に「援助する」の
ではなく、「援助を受ける」立場に 
＝「受援力」の重要性を確認 
b)公助、共助、自助だけでなく、東日本大震災の現場
では「N助」の重要性が認識される 
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Ⅰ 防災ガバナンス:本公演でのテーマ 

• 国際防災協力研究会の目標 
―政府（軍隊含む）、企業、NGOの三者間の協働関
係を促進することで、防災における望ましい国際協
力の体制づくり（＝「防災ガバナンス」の構築）を
進めるための提言を行う。 

 
• 今回の講演 
―国際防災協力研究会で議論されてきた議題のうち、
国際協力NGOを中心とした防災ガバナンスの議論を
紹介。 
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Ⅰ 防災ガバナンス 
 
Ⅱ 国際協力NGOの災害対応―
セーブザチルドレンの事例 
→第六回研究会での桜井愛子委員（神戸大学准教授）の報告に基づいて 

 
Ⅲ ジャパン・プラットフォーム―緊急支
援の枠組み 
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Ⅱ 国際協力NGOの災害対応 
：国際協力NGOの強み 
 
 
• 東日本大震災の時に見られた国際協力に関わる

NGOの４つの強み（桑名 2012a） 
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Ⅱ 国際協力NGOの災害対応 
：教育関連国際NGOの東日本大震災への対応 
（桜井愛子委員作成） 
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Ⅱ 国際協力NGOの災害対応 
：セーブザチルドレンジャパンとは 
• セーブザチルドレン 
―イギリスで1919年に設立。世界の120ヶ国以上で子
供の権利の保護を目標として活動している。 
―子供の支援活動の柱として、教育支援、食料支援・
栄養指導、医療保健、児童虐待/搾取的労働からの解
放、HIV/エイズ問題、紛争と災害への緊急援助と
いった活動を行う。 
 
• セーブザチルドレン・ジャパン（SCJ） 
―セーブ・ザ・チルドレンの中でも、20か国のメン
バー国としての位置づけ。通常は、世界120カ国にあ
る活動地域での活動を支援する（広報、資金調達、事
業実施）立場。 
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Ⅱ 国際協力NGOの災害対応 
：東日本大震災でのSCJの強み(1)経験の蓄積 

• 発災前からの海外での経験の蓄積 
―東日本大震災発災前から海外で緊急人道支援や
開発援助の豊富な経験を組織が有する 
―組織内での緊急人道支援活動を実施する際のロ
ジスティック能力と専門性に長けた人材の存在 
―組織内部の経験豊富な人材を迅速に日本に集結
させることが可能 
⇒独自に事業を展開が可能になる 
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Ⅱ 国際協力NGOの災害対応 
：東日本大震災でのSCJの強み(2)経験の蓄積 

• 災害時の迅速な活動展開可能なネットワーク 
―日頃から人材、物資や輸送に関して災害時に協
力が得られる外部とのつながりを有していた。 
 
ex. 仙台出身のSCJ役員による支援の有効性 
―被災地に入るうえでの地方当局からの許可、警
察から高速道路の利用許可書をスムーズに得るこ
とが可能となる 
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Ⅱ 国際協力NGOの災害対応 
：東日本大震災でのSCJの強み(3)資金調達力 

• 緊急対応可能な資金調達力 
―震災のあった2011年がSCJの日本での設立25周年に
あたり、同年4月より公益社団法人格を取得。 
―25年にわたる日本での活動をもとに、国内での資金
調達を行ったのみならず、海外のセーブ・ザ・チルド
レンのネットワークを通じて、海外企業や個人ドナー
からの資金援助を受けることが可能であった。 
―緊急支援期の6ヶ月で640万米ドル（約5億1200万円、
$1=¥80計算）を支出。 
―2011年度の復興支援事業の予算は約18億4200万円
（2010年度事業活動支出の11億円）。 
―2011年から2015年度までに約55億円の予算を計上
し、長期の復興支援活動にコミットしている。 
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Ⅱ 国際協力NGOの災害対応 
：東日本大震災でのSCJの強み(3)資金調達力 

2011年度東日本復興支援事業予算（2011年3月～2012年2月末） 

緊急支援, 

109,278,075 , 

6% 

教育支援, 

518,336,259 , 

28% 

子どもの保護, 

332,812,762 , 

18% 
子どもにやさし

い地域づくり, 

126,000,000 , 

7% 

コミュニティイ

ニシアティブ, 

225,940,444 , 

12% 

その他, 

225,377,561 , 

12% 

間接費, 

304,194,500 , 

17% 

2011年度予算： 
約18億42百万円 

(単位：千円） 

出所：SCJ東日本大震災緊急・復興支援レポート 

資金調達力 



 
 
 
Ⅱ 国際協力NGOの災害対応 
：東日本大震災でのSCJの強み(4) 長期スタッフ派遣 

 • 被災地への長期間のスタッフ派遣 
現地事務所の設置： 
―宮城県仙台市、岩手県遠野市、（福島県郡山市については
2012年4月～） 
―東京からのスタッフ+現地採用⇒現地事情に通じたスタッ
フにより現場でのプレゼンスを確保。 
―被災後間もない時期から各被災自治体や地域組織をまわり、
御用聞きを通じて現地ニーズを把握、きめの細かい被災地へ
の支援を行うことが可能であった。 
 
• 海外での人道・開発援助の経験を有する人材も積極的
に採用し、地域性と国際性の両方を兼ね備えながら、
緊急・復興支援活動を行う。 
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Ⅱ 国際協力NGOの災害対応 
：SCJの活動に見られる成果と課題 

• 成果 
―現地事務所を通じた、現地のニーズへの対応 
―支援団体間の連絡調整（宮城県における「子ども支援連絡会議」） 
―自治体と連携しながら、国の基準に基づき物資支援 
―「Ｎ助」、セーブザチルドレンの国内での認知度アップ 
―東日本の被災地の関係者との信頼関係構築（教育分野では、教育委
員会、学校等） 
 
• 課題 
―資金提供側の期待と現実とのギャップ 
―巨額の支援金を活用する受け手側のキャパシティ不足 
―ニーズ・ベースとライツ・ベースとの間の葛藤 
―拡大した組織、東北で構築された信頼関係、経験を積んだ人材、を
どのように今後生かすのか 
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Ⅰ 防災ガバナンス 
 
Ⅱ 国際協力NGOの災害対応―セーブザチ
ルドレンの事例 
 
Ⅲ ジャパン・プラットフォーム
―緊急支援の枠組み 
→第三回研究会での石井正子委員（大阪大学准教授、ジャパン・プラット
フォーム常任理事）の報告に基づいて 
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Ⅲ ジャパン・プラットフォーム 
：JPFとは何か(1) 

• ジャパン・プラットフォーム（JPF）とは 
→NGO、経済界、政府（外務省）が対等なパート
ナーシップの下で三者一体となり、迅速で効果的な緊
急援助の実施に向けて協力・連携するための仕組み
（プラットフォーム）であり、現在35のNGO団体が
加盟している。 

 
• 設立の背景・目的 
→日本の国際協力NGOの海外の人道危機に対する即
応能力を高める 
→日本の国際協力NGOの人材及び組織・団体の育成 
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Ⅲ ジャパン・プラットフォーム：JPF
とは何か(2) 
• 迅速な人道支援の展開（即日出動） 
―紛争地の人道危機：14日以内300万円以内の初
動調査は事務局長の裁量経費で可能 
―自然災害：14日以内500万円以内の緊急支援が
事務局長の裁量経費で可能 
 
• 実績 
―NGOが大規模な国際人道支援の実績を積み上げ
ることに貢献 
―資金力を背景としたスケールメリット達成 
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Ⅲ ジャパン・プラットフォーム：JPFとは何
か(3) 

設立年：2000年 
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JPF助成案件数の推移 



Ⅲ ジャパン・プラットフォーム：東
日本大震災への対応(1) 
寄付金： 
1割が海外より
（推定） 
 
c.f. 
日本赤十字社 
海外から寄せら
れた救援金： 
575億3,468万
8,266 円 
 
義援金 
80万5,039件 
3,183億5,124万
1,382円 
 （2012 年 3 月 8 
日現在） 
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Ⅲ ジャパン・プラットフォーム：東
日本大震災への対応(2) 



Ⅲ ジャパン・プラットフォーム：東
日本大震災への対応(3)調整と連携 

• 東北にJPF事務局事務所、連絡所を開設 
仙台市、石巻市（閉鎖）、女川町（閉鎖）、遠野市 

 
• 被災者支援4者連絡会議（国との連携） 
政府現地対策本部、自衛隊、宮城県、NGO/NPO 
行政から高く評価。行政のNGO/NPOへの認識を変え
る 
 
• 被災者支援3者連絡会議（市・町との連携） 
仮設住宅へのスターターパック配布調整（宮城県） 
炊き出しの調整 
GW時のボランティア受入の調整 
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Ⅲ ジャパン・プラットフォーム：東
日本大震災への対応(4) 

• ≪宮城≫ 
• みやぎ連携復興センター 5団体 
• せんだい・みやぎNPOセンター登録の約160団体 
• パーソナルサポートセンターに参加してる約10団体 
• 石巻震災復興支援協議会 約30団体（登録数約330団体） 
• 気仙沼NPO・NGO連絡会 約30団体 
• 東松島復興協議会 約30団体 
• 女川支援連絡会  約10団体 
• 被災者支援連絡調整会議  約10団体、社会福祉協議会 
• 子ども支援連絡会議  約10団体 
• 障がい者支援団体連絡会 約10団体 
• ≪岩手≫ 
• いわて連携復興センター  約10団体 
• 遠野まごころネット 約60団体 
• 大船渡アクションネットワーク 約15団体 
• 陸前高田市ネットワーク連絡会 約60団体 
• 釜石市仮設住宅連絡会 約30団体 
• 仮設分科会 約20団体 
• ≪福島≫ 
• ふくしま連携復興センター 約10団体 
• うつくしまNPOネットワーク 
• いわきNPOネットワーク  
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Ⅲ ジャパン・プラットフォーム：東
日本大震災への対応：成果と課題(1) 

• 成果① 
―JPF加盟NGOによる国際人道支援で培ってき
た支援スキームの応用 
(a)日々変わるニーズを予想（初動対応期） 
 
(b)緊急支援から復興支援の移行期にニーズが変わ
ることを先読み、対応 
 
(c)独自の事業展開   ex.「アルバム整理事業」（パ
レスチナ子どもキャンペーン） 
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Ⅲ ジャパン・プラットフォーム：東
日本大震災への対応：成果と課題(2) 
• 成果② 
―スケールメリットを生かした支援 
「スターターパック配布事業」 
<岩手県> 
PWJ（JPF事業約6.5億円）、WVJ、イケア、ニトリが分
担して配布 
 
<宮城県> 
パーソナルサポートセンター、ADRA、WVJ、JEN（JPF
事業約6.6億円）ピースボート、プラン・ジャパン 
 
<福島県> 
ADRA（JPF事業約6.3億円）、AAR（JPF事業約6.7億円） 
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Ⅲ ジャパン・プラットフォーム：東
日本大震災への対応：成果と課題(3) 
• 成果③ 
―企業との連携 
企業がNGO/NPOが国内災害に果たす役割を改めて認
知し、NGO/NPOと企業の協働が推進される礎を築く
ことができた 
 
• 課題① 
―物資提供以外の企業との連携 
しかし、その一方で、企業からの物資提供は多かった
が、人の派遣や緊急期を過ぎた復興期における企業と
の連携は未だ十分に制度化されていない 
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Ⅲ ジャパン・プラットフォーム：東
日本大震災への対応：成果と課題(3) 
• 課題② 
―国際基準（スフィア・スタンダード）に満たない避
難所の状況 
 ex.トイレ、水回りの不衛生、ジェンダーへの配慮、
避難所のスペース 
 
―国際基準の応用では満たすことができない地域性に
もとづく災害弱者のニーズ 
 ex. 高齢者に対するポータブルトイレ、女性に対する
おりもの用ナプキン（生理用ナプキンに加えて） 
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Ⅲ ジャパン・プラットフォーム：東
日本大震災への対応：成果と課題(4) 

• 課題③ 
―連携と調整の仕組みが制度化されていなかった 
(a) 行政、赤十字、国際機関などとの大規模国内災害
対応の覚書や協定は、一部、連携が成功した例外
（「子ども支援会議」、「障碍者支援団体連絡会」）
はあるものの、依然として限定されている 
 
(b) JPFの比較優位は海外の団体と連携できることで
あるが、東日本大震災では海外の団体との連携が不十
分であった。イラクのオイルファンド、CWSからの
暖房機を受け入れるか受け入れないかの決定が即座に
できなかった。 
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Ⅲ ジャパン・プラットフォーム：アジ
ア・パシフィック・アライアンスの試み(1) 

• アジア・パシフィック・アライアンス 
―「ナショナルプラットフォーム」間の連携…日
本、インドネシア、韓国、スリランカ、フィリピ
ンの5カ国のメンバー国間で災害に対する緊急支
援のためのナショナル・プラットフォームを構築、
より効果的な支援を目指す。 
―災害支援関係者の人材育成 
―行政、企業、NGO間の連携を促進 
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Ⅲ ジャパン・プラットフォーム：アジ
ア・パシフィック・アライアンスの試み(2) 
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まとめに代えて(1)：教訓と今後の展開 

• 東日本大震災での「N助」 
―東日本大震災は、日本社会が初めて大規模に国内外
のNGOの存在が大きく認知され、今後の協力を進め
る転機となった一方で、国内外の行動主体間の調整・
連携を進める必要性がより大きくなった。 
 
• 行政との連携の在り方 
―東日本大震災の場合には、初動対応で、本来、行政
が行う活動をNGOが代替した。しかし、NGOの比較
優位であるきめ細かい、行政の手の行き届かない支援
という点では不十分で、今後の行政との連携の在り方
を考える必要があるのではないか。 
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まとめに代えて(2)：教訓と今後の展開 

• 企業との連携の在り方 
―緊急支援の時期には、物資のマッチング以外の更な
る連携が必要。また、復興期に入ると、どのように企
業と連携しながら生業支援の面での協力を引き出すか
が課題になる。 

 
• 援助される側に立っての反省 
―東日本大震災によって特に日本人の国際NGOス
タッフにとっては、「支援される側」の文化・社会的
背景を理解したことで、これまで行ってきた海外で
行ってきた支援活動を再考するきっかけとなった。 
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まとめに代えて(3)：教訓と今後の展開 

• 人材育成 
―東日本大震災でNGO活動に参入した新しい人材を
今後どのように生かしていくのか。また、NGOの経
験を積んだ人材が、行政や企業の中で活動することが
できる社会システムを今後作ることができるのか。 
 
• アジアに拡大する防災ガバナンス 
―アジア・パシフィック・アライアンスに見られ
る日本の防災のソフトウェアをどのように世界に
広げていくか。 
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